
平成 13年 3月期 中間決算短信(連結)  平成 12年 11月 22日

上   場   会   社   名     東京ラヂエーター製造株式会社 上場取引所東

コード番号      7235 本社所在都道府県

問合せ先  責任者役職名 総務部担当取締役 神奈川県

　　　　　　  氏　　        名　　　　日下部恒夫 TEL (0466) 87 - 1231
中間決算取締役会開催日　　平成 12年 11月 22日

親会社名　　   　     （コード番号：　      ） 親会社における当社の株式保有比率：　        　％

１. 12年 9月中間期の連結業績（平成 12年 4月 1日 ～ 平成 12年 9月 30日）
(1)連結経営成績

　　　　売    上    高 　　　　 営　業　利　益 　　　経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

12年 9月中間期 6,522 - △ 32 - △ 182 -
11年 9月中間期 - - - - - -
12年 3月期 13,961 △ 72 △ 387

      中間(当期）純利益 　        １ 株 当 た り 中 間     潜在株式調整後１株当

           ( 当 期 ） 純 利 益     たり中間(当期）純利益

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭

12年 9月中間期 △ 259 - △ 24.00 -
11年 9月中間期 - - - -
12年 3月期 310 28.73 -
(注)①持分法投資損益    12年 9月中間期                0百万円   11年 9月中間期               －百万円   12年 3月期               １ 百万円

     ②中間期末のデリバティブ取引の評価損益 － 百万円

     ③会計処理の方法の変更　　 無

     ④売上高、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)連結財政状態
      　  総  資  産         　株  主  資　本       株主資本比率 　１株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭

12年 9月中間期 22,584 3,157 14.0 292.39
11年 9月中間期 - - - -
12年 3月期 24,047 3,399 14.1 314.81

(3)連結キャッシュ･フローの状況
　　　 営業活動による 　　　 投資活動による 　 　財務活動による 　現金及び現金同等物

　　　キャッシュ・フロー 　　　キャッシュ・フロー 　　キャッシュ・フロー 　期　 末 　残 　高
百万円 百万円 百万円 百万円

12年 9月中間期 516 △343 △813 1,103
11年 9月中間期 － － － －
12年 3月期 437 554 △342 1,742

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項
    連結子会社数        　3社   持分法適用非連結子会社数　      　0社   持分法適用関連会社数　      　1社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況
    連結（新規）      　0社  （除外）      0社   持分法（新規）      　0社  （除外）　      　0社

２. 13年 3月期の連結業績予想（ 平成 12年 4月 1日  ～  平成 13年 3月 31日 ）
　 　　　　  売   上   高 　　　　経　常　利　益 　　当　期　純　利　益

百万円 百万円 百万円

通　　期 13,200 40 △80
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   △7 円 41 銭 
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企業集団の状況企業集団の状況企業集団の状況企業集団の状況    

当社の企業集団は、当社、子会社 3 社、関連会社 1 社及びその他の関係会社 1 社で構成され、

熱交換器、燃料タンク及びプレス板金製品の製造、販売を主な事業内容とし、更に各事業に付帯

関連するサービス事業等並びに不動産の賃貸及びビル管理事業等を行っております。 

熱交換器、燃料タンク 

及びプレス板金製品    ･･･    当社子会社の東湘興産㈱及び関連会社の山梨大瀬工業㈱並びにその他

の関係会社のカルソニックカンセイ㈱より部品の一部を仕入れ、当社が製

造し得意先に対し販売しております。 

                                                なお、東湘興産㈱については、板金加工等を委託しております。 

                               更に、当社が製造した製品の一部を子会社の㈱トーシンテクノに対し販

売しております。 

                               また、その他の関係会社のカルソニックカンセイ㈱と技術導入契約を締

結しております。 

  そ      の      他    ･･･    当社が川崎業務ビル等の賃貸を行い、ビルの管理事業及び緑化・清掃、

福利厚生等の各種サービス事業を子会社の㈱トークピアサービスで行っ

ております。 

事業の系統図は次のとおりです。 

                 製 品 

 

 

 

                                               製 品 

                  製 品 

 

 

 

     部品･外注加工        部品             部品･技術援助      ｻｰﾋﾞｽ提供  ｻｰﾋﾞｽ提供 

 

 
   
※1
 
連結子会社

 

2 持分法適用会社 

 

 

      得    意    先  
ｶﾙｿﾆｯｸｶﾝｾｲ㈱  

その他の関係会社  

子会社  

※1㈱トーシンテクノ  

                        当                         社  

                 製    造    事    業  不動産事業  

 
※ 1 東湘興産㈱  
子会社   

※ 2 山梨大瀬工業㈱  
関連会社  その他の関係会社  

ｶﾙｿﾆｯｸｶﾝｾｲ㈱  

子会社  

※ 1 ㈱ﾄｰｸﾋﾟｱｻｰﾋﾞｽ  
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経経経経    営営営営    方方方方    針針針針    

 １．経営の基本方針 

当社グループは、主に自動車及び産業・建設機械などの動力源から発生する熱を

効果的に処理する熱交換器と燃料タンク、オイルパン等のプレス板金製品の専門メ

ーカーとして、高性能・高品質な製品の提供を通じて社会に貢献することを基本方

針としています。 

  ２．利益配分に関する基本方針 

利益配分の考え方については、企業体質の強化や将来の事業展開に備えるため内

部留保の充実等を勘案しつつ、株主に対する安定的な配当を継続することを基本と

しています。 

３．中期的な経営戦略と対処すべき課題                    

トラックを含む自動車生産は、国内市場の成熟化から、もはや高水準の需要が望

めないとの認識に基づき、「低い売上水準のもとでも安定した収益を維持できる企

業基盤の確立」が急務であると考えています。そのため、現在 ①強力な原価低減 

②生産規模に見合った人員体制の確立 ③生産ラインの合理的、効率的な再編成 

④組織の簡素化と業務の効率化 ⑤複合技術の導入を目的とした他企業との協力、

連携関係の推進  ⑥重要性を増しております環境への負荷軽減活動にも積極的に

取り組んでいます。 

以上の施策を実施することにより、安定的な収益力の確保による経常利益額の増

加と有利子負債の削減をはかってまいります。 

 

経経経経    営営営営    成成成成    績績績績    

(１)当中間期の概況 

      当上半期のわが国経済は、経済対策の効果などにより民間設備投資を中心に持ち

直しの動きが見られましたが、需要の柱である個人消費は厳しい雇用情勢等を反映

して依然として伸び悩みを続けるなど､景気は総じて不況感を拭えないまま推移い

たしました。自動車業界におきましては、当社主力のトラック市場では設備投資回

復等の動きを受け、販売台数が小型車・普通車ともに前年を上回り漸く増加基調に

転じました。 

このように先行き不透明な状況のなかで、当社グループでは徹底したコストの削

減をはかるべく、設計段階からの仕様見直しによる原材料・購入部品のコスト低減、

生産各ラインの改善による人件費及び諸経費の抑制、さらには 7 月に本社を川崎よ
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り藤沢に移転しましたのを期に管理部門の業務効率化と要員の見直しを行うとと

もに子会社の整理、統合による事業の効率化をはかるなど経営全般にわたり合理化

活動を推進してまいりました。 

この結果、収益面におきましては、ディーゼルエンジンの窒素酸化物抑制システ

ムをサポートするＥＧＲクーラーやアルミ製空冷オイルクーラーなどの新製品を

投入し拡販をはかってまいりましたことから、売上高は 65 億 22 百万円となりまし

た。 

一方、費用面におきましては上述の各種合理化をすすめてまいりましたが、経常

利益段階におきまして黒字化に至らず、1 億 82 百万円の経常損失となりました。こ

れに特別損益、法人税を加減した中間純損失は 2 億 59 百万円となりました。 

        なお、当中間期の営業キャッシュフローにつきましては、5 億 16 百万円の収入と

なり、投資キャッシュフローは 3 億 43 百万円の支出となりました。財務キャッシ

ュフローにつきましては、主に借入金の返済を積極的にすすめたことから 8 億 13

百万円の支出となり、この結果、現金及び現金同等物期末残高は 11 億 3 百万円と

なりました。 

 

(２)通期の見通し 

今後の見通しといたしましては、企業を中心に景気の自律回復が続くものと期待

されますが、依然として動きの鈍い個人消費の先行きや減速が予想される米国経済

の動向などによっては予断を許さない状況が続くものと予想されます。 

当社グループといたしましては、収益の向上に努めるとともに、上半期よりすす

めております全社的な合理化活動になお一層のスピードアップをはかり、下半期は

上半期の損失を一掃し、平成 13 年 3 月期の経常利益では 2 億 22 百万円の改善をは

かる計画です。 

従いまして、通期業績見通しといたしましては、売上高 132 億円に対し経常利益

40 百万円となるものの、最終の利益段階では、当期純損失 80 百万円を見込んでい

ます。 

 

 

 

 



中間連結損益計算書

金    額 百分比 金    額 百分比
千円 ％ 千円 ％

6,522,377 100.0 13,961,887 100.0
5,944,984 91.1 12,888,267 92.3

577,392 8.9 1,073,619 7.7

販売費及び一般管理費 609,696 9.4 1,146,044 8.2

32,303 △0.5 72,424 △0.5

3,215 9,670
802 1,955

27,069 84,005
31,087 0.5 95,631 0.7

146,136 293,694
34,817 116,770
180,954 2.8 410,465 2.9

182,170 △2.8 387,258 △2.8

39,486 1,372,119
16,149 － 
5,731 14,728
61,367 0.9 1,386,847 9.9

1,268 310,340
103,921 － 
70,830 － 
－ 95,318
6,058 94,144
182,078 2.7 499,804 3.6

△302,880 △4.6 499,784 3.6

9,716 0.1 6,171 0.0
△52,188 △0.7 182,255 1.3
1,250 0.0 △1,116 0.0

△259,157 △4.0 310,241 2.2

自平成11年４月１日
至平成12年３月31日

当中間連結会計期間 前連結会計年度
自平成12年４月１日

　　　　　　　　　          期　別

　科　目
至平成12年９月30日

営 業 損 失

経 常 損 失

税金等調整前中間(当期)純利益

特 別 利 益

特 別 損 失

営 業 外 費 用 合 計

支 払 利 息
そ の 他 の 営 業 外 費 用

移 転 集 約 費 用
そ の 他 の 特 別 損 失

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額
少 数 株 主 損 益

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益

売 上 高
売 上 原 価

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金
持 分 法 に よ る 投 資 利 益
そ の 他 の 営 業 外 収 益

売 上 総 利 益

そ の 他 の 特 別 利 益

特 別 損 失 合 計

営 業 外 収 益 合 計

特 別 利 益 合 計

固 定 資 産 売 却 益
前 期 損 益 修 正 益

固 定 資 産 除 却 損
会 員 権 評 価 損
貸 倒 引 当 金 繰 入 額

����������������������������������������������������������������
����������������������������������������������������������������

��������������������������������������������������������������
��������������������������������������������������������������
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中間連結貸借対照表

金    額 構成比 金    額 構成比
千円 ％ 千円 ％

（資 産 の 部）
流 動 資 産 5,953,657 26.4 7,082,579 29.5
現 金 及 び 預 金 1,118,685 1,757,504
受取手形及び売掛金 3,667,496 3,694,465
有 価 証 券 － 233,637
た な 卸 資 産 698,973 709,591
そ の 他 490,349 708,614
貸 倒 引 当 金 △21,847 △21,233

固 定 資 産 16,630,872 73.6 16,964,644 70.5
有形固定資産 15,865,373 16,314,282
建 物 及 び 構 築 物 10,385,908 10,593,596
機械装置及び運搬具 3,227,957 3,345,055
工 具 器 具 及 び 備 品 734,983 762,738
土 地 1,126,490 1,126,490
建 設 仮 勘 定 390,033 486,401
無形固定資産 19,789 25,532
投資その他の資産 745,709 624,829
投 資 有 価 証 券 466,651 180,625
そ の 他 の 投 資 349,388 444,204
貸 倒 引 当 金 △70,330 － 
資 産 合 計 22,584,529 100.0 24,047,224 100.0

（負 債 の 部） 千円 千円
流  動  負  債 11,799,274 52.2 8,957,710 37.3
支払手形及び買掛金 2,478,795 2,582,054
短 期 借 入 金 5,086,833 4,869,563
１年以内に償還予定の社債 3,026,685 － 
未 払 法 人 税 等 4,541 2,120
賞 与 引 当 金 203,004 178,243
そ の 他 の 流 動 負 債 999,414 1,325,728

固  定  負  債 7,604,685 33.7 11,665,646 48.5
社 債 1,410,000 4,436,685
長 期 借 入 金 1,573,511 2,604,180
長 期 預 り 保 証 金 3,012,530 3,012,140
繰 延 税 金 負 債 1,527,191 1,560,251
退 職 給 与 引 当 金 － 43,711
退 職 給 付 引 当 金 63,891 － 
そ の 他 17,560 8,678
負 債 合 計 19,403,960 85.9 20,623,356 85.8

（少数株主持分）
少 数 株 主 持 分 22,835 0.1 24,086 0.1

（資 本 の 部）
資    本    金 540,000 540,000
資 本 準 備 金 4,300 4,300
連 結 剰 余 金 2,596,382 2,855,540
その他有価証券評価差額金 17,110 － 
自  己  株  式 △59 △59
資 本 合 計 3,157,734 14.0 3,399,781 14.1
負債、少数株主持分
及 び 資 本 合 計 22,584,529 100.0 24,047,224 100.0

（注） 当中間連結会計期間 前連結会計年度
1.有形固定資産の減価償却累計額 18,538,067 千円 18,227,059 千円
2.保  証  債  務 9,028 千円 24,131 千円
3.受取手形割引高 50,319 千円 71,963 千円
4.受取手形裏書譲渡額 25,961 千円 27,991 千円

　　　　　　　　　　期　別

　科　目
平成12年９月30日現在 平成12年３月31日現在
当中間連結会計期間 前連結会計年度
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中間連結剰余金計算書

金    額 金    額

2,855,540 3,762,700

－ △1,217,402

2,855,540 2,545,298

△259,157 310,241

2,596,382 2,855,540

至平成12年３月31日

連 結 剰 余 金 期 首 残 高

当 期 純 損 失

連結剰余金中間期末（期末）残高

1. 連 結 剰 余 金 期 首 残 高

2. 過 年 度 税 効 果 調 整 額

連結剰余金期首残高合計

（単位：千円）
　　　　　　　　　         期　別

　科　目

当中間連結会計期間 前連結会計年度
自平成12年４月１日 自平成11年４月１日
至平成12年９月30日

�������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������
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中間連結キャッシュ・フロー計算書中間連結キャッシュ・フロー計算書中間連結キャッシュ・フロー計算書中間連結キャッシュ・フロー計算書    
(単位：千円) 

当中間連結会計期間           

(自 平成12年４月１日至 平成12年９月30日) 

前連結会計年度の要約          
キャッシュ･フロー計算書           

(自 平成11年４月１日至 平成12年３月31日) 科         目 

金      額 金      額 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー   
 1. 税 金 等 調 整 前 中 間 純 利 益 △301,629 499,784 
  2. 減 価 償 却 費 603,795 1,375,473 
  3. 会 員 権 評 価 損 103,921 ― 
 4. 貸 倒 引 当 金 の 増 加 額 70,944 ― 
 5. 有 形 固 定 資 産 売 却 益 △39,486 △1,372,119 
 6. 有 形 固 定 資 産 売 却 損 153 56,337 
 7. 有 形 固 定 資 産 除 却 損 1,268 310,340 
 8. 受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 △3,215 △9,670 
 9. 支 払 利 息 146,136 293,694 
 10. 工 場 移 転 集 約 費 ― 95,318 
 11. 売 上 債 権 の 減 少 額 26,968 ― 
 12. 売 上 債 権 の 増 加 額 ― △371,633 
 13. た な 卸 資 産 の 増 加 額 10,113 △2,919 
 14. 仕 入 債 務 の 減 少 額 △103,258 ― 
 15. 仕 入 債 務 の 増 加 額 ― 190,278 
 16. 未 払 消 費 税 等 の 増 加 額 42,054 ― 
 17. 未 払 消 費 税 等 の 減 少 額 ― △16,003 
 18. 長 期 預 り 保 証 金 の 減 少 額 ― △70,064 
 19. そ の 他 128,198 △146,655 
  小                    計 685,963 832,161 

 20. 利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 3,215 9,670 
 21. 利 息 の 支 払 額 △165,041 △302,931 
 22. 工 場 移 転 集 約 費 用 の 支 払 額 ― △95,318 
 23. 法 人 税 等 の 支 払 額 △7,295 △6,209 
   営業活動によるキャッシュ・フロー 516,841 437,373 
Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー   
 1. 定 期 預 金 の 預 け 入 れ に よ る 支 出 △600 △10,903 
 2. 定 期 預 金 の 払 い 戻 し に よ る 収 入 ― 10,000 
 3. 有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出 △34,752 △29,591 
 4. 有 価 証 券 の 売 却 に よ る 収 入 11,731 46,274 
 5. 関 係 会 社 へ の 出 資 に よ る 支 出 ― △124,313 
 6. 有 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 △457,162 △638,260 
 7. 有 形 固 定 資 産 の 売 却 に よ る 収 入 156,133 1,303,351 
 8. 貸 付 け に よ る 支 出 △17,400 ― 
 9. そ の 他 △1,191 △2,177 
   投資活動によるキャッシュ・フロー △343,240 554,380 
Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー   
 1. 短 期 借 入 れ 金 の 純 減 少 額 △457,286 △336,331 
 2. 長 期 借 入 れ に よ る 収 入 124,300 885,000 
 3. 長 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出 △480,413 △874,207 
 4. そ の 他 ― △16,892 
   財務活動によるキャッシュ・フロー △813,399 △342,431 
Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 379 △1,355 
Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額                 △639,418 647,987 
Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高                 1,742,799 1,094,812 
Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高                     1,103,380 1,742,799 
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中間連結財務諸表作成のための基本となる事項中間連結財務諸表作成のための基本となる事項中間連結財務諸表作成のための基本となる事項中間連結財務諸表作成のための基本となる事項    
                      

 １．連結の範囲に関する事項    

  子会社はすべて連結しており、当該連結子会社は、東湘興産㈱、㈱ﾄｰｸﾋﾟｱｻｰﾋﾞｽ、㈱ﾄｰｼﾝﾃｸﾉ

の 3 社であります。 

 なお、東湘興産㈱は、平成 12 年 8 月 31 日をもって解散し、清算手続中であります。 

 ２．持分法の適用に関する事項  

      (ｲ) 持分法適用の関連会社１社  

      当該持分法の適用会社は、山梨大瀬工業㈱であります。 

 なお、TR Asia Co., Ltd.及び重慶東京散熱器有限公司は、連結純損益及び連結剰余金に

及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要性がないため、持分法の適用から除外して

おります。                                           

   (ﾛ) 持分法の適用会社は、同社の事業年度にかかる財務諸表を使用しております。 

 ３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

       子会社の中間決算日は、すべて６月 30 日であり、中間連結決算日との間に生じた重要な取引

については、連結上必要な調整を行っております。 

  ４．会計処理基準に関する事項 

   (1) 資産の評価基準及び評価方法 

         (ｲ) その他有価証券  

       時価のあるもの…中間期末日の市場価格等に基づく時価法により評価しており､評価

差額は全部資本注入法により処理しております。(売却原価は総平

均法による原価法により算定しております。) 

       時価のないもの…総平均法による原価法による評価しております。 

     (ﾛ) たな卸資産 

       主として総平均法による原価法 

   (2) 減価償却資産の減価償却の方法 

         (ｲ) 有形固定資産   

       主として定率法を採用しております。なお、親会社の機械及び装置、工具並びに業務

ビルの建物及び構築物は、定額法を採用しております。 

     (ﾛ) 無形固定資産              

       定額法 

      (3) 引当金の計上基準 

      (ｲ) 貸倒引当金        

       主として、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権については個別に回

収可能性を勘案し、回収不能見込み額を計上しております。 

     (ﾛ) 賞与引当金             

       従業員賞与の支給に充てるため支給見込み額の当中間期負担分を計上しております。       
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 (ﾊ) 退職給付引当金    

       従業員の退職給付に備えるため、当連結年度末における退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき、当中間連結期末において発生していると認められる額を計上してお

ります。なお、会計基準変更時差異(980,399 千円)については､15 年による按分額を費

用処理しております。                  

    (4) リース取引の処理方法 

        リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取

引については、通常の賃貸借取引に準じた会計処理によっております。 

    (5) その他財務諸表作成のための重要な事項   

          (ｲ) 消費税等の会計処理           

        消費税等の会計処理は税抜き方式によっております。 

     (ﾛ) 適格退職年金制度     

        親会社は、適格退職年金制度を採用しております。 

     (ﾊ) 社債額面超過金の処理方法    

        社債発行価格のうち、額面を超える金額については、社債の償還期間にわたって配分

し、連結損益計算書の「支払利息」から控除し、表示しております。 

  ５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項   

       連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時価評価法を採用しております。 

 ６．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

    連結キャッシュ･フロー計算書における資金(現金及び現金同等物)は、手許現金、随時引き出

し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動において僅少なリスクしか負わない

取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期資金からなっております。 

 
〔追加情報〕  
 （退職給付会計） 
   当中間連結会計期間より退職給付に係る会計基準（「退職給付に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成 10 年 6 月 16 日））を適用しております。この結果、従来の
方法によった場合と比較して、退職給付費用が 21,747 千円増加し、経常利益及び税金等調整前
中間純利益は同額減少しております。 

 （金融商品会計） 
   当中間会計期間より金融商品に係る会計基準（「金融商品に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業

会計審議会平成11年1月22日））を適用しております。この結果、従来の方法によった場合に比べ、経
常利益に与える影響はありませんが税金等調整前中間純利益は174,251千円減少しております。 
  また、期首時点で保有する有価証券の保有目的を検討し、有価証券から 233,637千円を投資有価証券に
振替えて表示しております。 

 （外貨建取引等会計） 
   当中間連結会計期間より改訂後の外貨建取引等会計処理基準（「外貨建取引等会計処理基準の改訂に関す

る意見書」（企業会計審議会 平成 11年 10月 22日））を適用しております。この結果による損益への
影響は軽微であります。 



    注 記 事 項
      「リース取引関係」

        リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンスリース取引

当中間連結会計期間当中間連結会計期間当中間連結会計期間当中間連結会計期間 前連結事業年度前連結事業年度前連結事業年度前連結事業年度

1． リース物件の取得価額相当額，減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額

       工具器具及び備品
取 得 価 額 相 当 額 213,618千円 200,120千円
減価償却累計額相当額 130,910千円 131,816千円
中 間 期 末 残 高 相 当 額 82,707千円 68,304千円

２． 未経過リース料中間期末残高相当額

1年内 33,201千円 35,239千円

1年超 49,505千円 33,064千円

 合計 82,707千円 68,304千円

３． 支払リース料及び減価償却費相当額

支 払 リ ー ス 料 19,507千円 38,117千円

減 価 償 却 費 相 当 額 19,507千円 38,117千円

４． 減価償却費相当額の算定方法

        （注）記載金額は，千円未満を切り捨てて表示しております。
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セ グ メ ン ト 情 報セ グ メ ン ト 情 報セ グ メ ン ト 情 報セ グ メ ン ト 情 報                                     
(1) 事業の種類別セグメント情報 

当中間連結会計期間（平成12年４月１日～平成12年９月30日） 
(単位 千円) 

 製 造 事 業      不 動 産 事 業 計 消去又は全社        連 結 

Ⅰ 売上高及び営業損益      

  売   上   高      

   外部顧客に対する売上高 5,947,328 575,048 6,522,377 ― 6,522,377 

   セグメント間の内部売上高 ― 65,849 65,849  △ 65,849 ― 

計 5,947,328 640,897 6,588,226  △ 65,849 6,522,377 

  営 業 費 用          6,168,047 452,482 6,620,529  △ 65,849 6,554,680 

  営業利益又は営業損失（△）  △ 220,719 188,415  △ 32,303 ―  △ 32,303 

Ⅱ 資産・減価償却費及び資本的支出      

   資 産 11,110,771 9,700,376 20,811,147 1,773,382 22,584,529 

   減 価 償 却 費 432,751 171,011 603,763 ― 603,763 

   資 本 的 支 出 393,617 1,491 394,617 ― 394,617 

 

前連結会計年度（平成11年４月１日～平成12年３月31日） 
(単位 千円) 

 製 造 事 業      不 動 産 事 業 計 消去又は全社        連 結 

Ⅰ 売上高及び営業損益      

  売   上   高      

   外部顧客に対する売上高 12,619,511 1,342,375 13,961,887 ― 13,961,887 

   セグメント間の内部売上高 ― 150,261 150,261  △ 150,261 ― 

計 12,619,511 1,492,637 14,112,148  △ 150,261 13,961,887 

  営 業 費 用          13,230,605 953,935 14,184,540  △ 150,261 14,034,278 

  営業利益又は営業損失（△）  △ 611,093 538,701  △ 72,391 ―  △ 72,391 

Ⅱ 資産・減価償却費及び資本的支出      

   資 産 11,713,724 9,327,908 21,041,633 3,005,590 24,047,224 

   減 価 償 却 費 1,015,996 339,675 1,355,672 19,801 1,375,473 

   資 本 的 支 出 865,913 2,542 868,455 ― 868,455 

 (注) 1. 事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 
    2. 各事業区分の主要製品 

事 業 区 分             主 要 製 品               

製 造 事 業 ラジエーター、熱交換器、燃料タンク、オイルパン、板金製品 

不 動 産 事 業 不動産賃貸、ビル管理請負 

    3. 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、前連結会計年度3,078,297千円、当中間連結会

計期間1,843,510千円であり、その主なものは、親会社での余資運用資金（現金・預金及び有価証券)、長期

投資資金（投資有価証券）であります。 
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(2) 所在地別セグメント情報 

前連結会計年度(平成11年４月１日～平成12年３月31日） 

全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める「本邦｣の割合がいずれ

も90％を超えているため、連結財務諸表規則取扱要領第39の４に基づき、所在地別セグメント情報の記

載を省略しております。 

 

当中間連結会計期間(平成12年４月１日～平成12年９月30日） 

全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める「本邦｣の割合がいずれ

も90％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

 

(3) 海 外 売 上 高          

前連結会計年度(平成11年４月１日～平成12年３月31日） 

海外売上高が、連結売上高の10％未満のため、連結財務諸表規則取扱要領第39の４に基づき、海外売

上高の記載を省略しております。 

 

当中間連結会計期間(平成12年４月１日～平成12年９月30日） 

海外売上高が、連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 



13 

    生産、受注及び販売の状況生産、受注及び販売の状況生産、受注及び販売の状況生産、受注及び販売の状況    
(１)生産実績 

当中間連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメント別に示すと、次のとおりであります。 
（単位：千円） 

事業の種類別セグメントの名称 生  産  高 

 製 造 事 業 5,791,913 

  不 動 産 事 業 - 

合     計 5,791,913 

 (注) 1.金額は販売価格によっております。 
    2.上記金額には消費税等は、含まれておりません。 
 

(２)受注実績 

当中間連結会計期間における受注実績を事業の種類別セグメント別に示すと、次のとおりであります。 
（単位：千円） 

事業の種類別セグメントの名称 受 注 高 受注残高 

製 造 事 業 7,196,442 6,189,278 

  不 動 産 事 業 － － 

合     計 7,196,442 6,189,278 

 (注) 1.上記金額には消費税等は、含まれておりません。 
 

(３)販売実績 

当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメント別に示すと、次のとおりであります。 
（単位：千円） 

事業の種類別セグメントの名称 販  売  高 

製 造 事 業 5,947,328 

  不 動 産 事 業   575,048 

合     計 6,522,377 

 (注) 1.上記金額には消費税等は、含まれておりません。 
    2.主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。 
 

(単位：千円) 

相 手 先 販 売 高 割 合(%) 

いすゞ自動車株式会社 3,195,720 50.5 

 
  なお、当中間連結会計期間は、連結ベースで作成する初年度であるため、「生産実績」、「受注実績」及び「販売実
績」に係る前年同期比、「主な相手先別販売実績及び総販売実績に対する割合」に係る前中間連結会計期間の記載を
しておりません。 

 

 



 14 

有有有有    価価価価    証証証証    券券券券    
  当中間連結会計期間(平成 12 年 4 月 1 日～平成 12 年 9 月 30 日) 

１．その他有価証券で時価のあるもの 
(単位：千円) 

当中間連結会計期間末（平成12年９月30日現在） 
種        類 

取 得 原 価 中間連結貸借対照表計上額 差 額 

 株 式 397,255 429,225 31,924 

  そ の 他 29,956 27,331 △2,625 

計 427,211 456,556 29,299 

 (注)1.時価（時価相当額を含む）の算定方法 
    上場有価証券 
     東京証券取引所の最終価格によっております。 

 ２．時価のない有価証券の主な内容及び中間連結貸借対照表計上額 
(単位：千円) 

種        類 
中間連結貸借対照表計上額 

（平成12年９月30日現在） 

そ の 他 有 価 証 券 

  非 上 場 株 式 

 

9,575 

計 9,575 

 

 
前連結会計年度(平成11年4月1日～平成12年3月31日) 

(単位：千円) 
前 連 結 会 計 年 度          （平成12年３月31日現在） 

種        類 
連結貸借対照表計上額 時 価 評 価 損 益 

流 動 資 産 に 属 す る も の    

  株 式 233,637 332,733 99,095 

  債 券 ― ― ― 

  そ の 他 ― ― ― 

  小 計 233,637 332,733 99,095 

固 定 資 産 に 属 す る も の    

  株 式 170,132 113,123 △57,008 

  債 券 ― ― ― 

  そ の 他 ― ― ― 

  小 計 170,132 113,123 △57,008 

  合 計 403,769 445,856 42,087 

 (注)1.時価（時価相当額を含む）の算定方法 
    上場有価証券 
     主に、東京証券取引所の最終価格によっております。 

 
 



 15 

デリバティブ取引の契約額、時価及び評価損益デリバティブ取引の契約額、時価及び評価損益デリバティブ取引の契約額、時価及び評価損益デリバティブ取引の契約額、時価及び評価損益    
   当中間連結会計期間（平成 12 年 4 月 1 日～平成 12 年 9 月 30 日） 
   当中間連結決算日におけるデリバティブ取引契約額又は契約において定められた元本相当額、時価及び評価損益に

ついては、すべてヘッジ会計を適用しているため、開示の対象から除いております。 

    

前連結会計年度（平成 11 年 4 月 1 日～平成 12 年 3 月 31 日） 

1. 取引の状況に関する事項 

前連結会計年度(平成11年４月１日から平成12年３月31日まで) 
(1) 取引の内容及び利用目的 

 外貨建社債の償還及び変動金利の支払について、為替相場及び市場金利の変動に伴うリ
スクをヘッジし、支払のキャッシュフローを確定させるために通貨スワップ取引を行って
おります。 

(2) 取引に対する取組方針 
 通貨スワップ取引は社債発行に伴う為替と金利の変動リスクをヘッジするためのもので
あります。 

(3) 取引に係るリスクの内容 
 デリバティブ取引の契約先は、いずれも信用度の高い国内の銀行であるため相手先の契
約不履行によるリスクは、ほとんどないと判断しております。 
 なお、通貨スワップ取引は為替相場と市場金利の変動によるリスクを有しております。 

(4) 取引に係るリスク管理体制 
 社債の発行は取締役会の専決事項でありますので、それに伴う通貨スワップ契約の締結
は同時に取締役会で決議されることになっております。 

 

2. 取引の時価等に関する事項 

前連結会計年度(平成11年４月１日から平成12年３月31日まで) 
 通貨スワップ取引は、社債に振りあてられ、当該外貨建債務の換算を通じて、連結財務諸
表に計上しているため開示の対象に含めておりません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


